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か
か
り
、
自
動
車
部
品
や
機
械
器
具
部

品
で
マ
イ
ン
ド
が
冷
え
た
も
よ
う
。
悪

化
は
3
四
半
期
連
続
。

非
製
造
業
も
悪
化
し
、
マ
イ
ナ
ス

3
・
7
と
な
っ
た
。
マ
イ
ナ
ス
に
陥
る

の
は
1
年
ぶ
り
。
卸
売
業
、
建
設
業
、

不
動
産
業
、
運
輸
業
、
サ
ー
ビ
ス
業
が

悪
化
。
一
方
、
小
売
業
と
飲
食
業
に
は

改
善
が
み
ら
れ
た
。

― 

製
造
業 

―

自
動
車
部
品
の
D
I
は
マ
イ
ナ
ス

16
・
1
。
1
～
3
月
期
に
く
ら
べ
大

幅
に
悪
化
し
、
1
年
ぶ
り
の
マ
イ
ナ

ス
と
な
っ
た
。
中
国
向
け
の
出
荷
が

減
少
し
て
い
る
こ
と
が
響
い
た
。
前

回
調
査
時
の
予
想
D
I
（
マ
イ
ナ
ス

10
・
6
）
と
比
較
す
る
と
、
想
定
以

上
に
貿
易
摩
擦
の
影
響
が
出
て
い
る

と
思
わ
れ
る
。

機
械
器
具
部
品
は
11
・
0
ポ
イ
ン
ト

悪
化
の
マ
イ
ナ
ス
7
・
8
。
悪
化
は

当
金
庫
が
行
っ
た
2
0
1
9
年
4
～

6
月
期
の
「
中
小
企
業
景
気
動
向
調

査
」
の
結
果
が
ま
と
ま
っ
た
。

調
査
期
間
は
5
月
22
日
か
ら
6
月

6
日
。
調
査
対
象
は
お
取
引
先
企
業

1
0
2
5
社
。
回
答
社
数
は
9
3
6

社
。（
回
答
率
91
・
3
％
）

業　
況

景
況
感
悪
化　
米
中
貿
易
摩
擦
響
く

企
業
の
景
況
感
を
表
す
業
況
判
断

D
I
（
業
況
を
「
良
い
」
と
答
え
た
企

業
の
割
合
か
ら
「
悪
い
」
と
答
え
た
企

業
の
割
合
を
差
し
引
い
た
値
）
は
、
全

産
業
で
マ
イ
ナ
ス
7
・
6
と
な
り
、
1

～
3
月
期
に
く
ら
べ
7
・
4
ポ
イ
ン
ト

悪
化
し
た
。
D
I
の
悪
化
は
2
四
半

期
連
続
。

製
造
業
は
8
・
9
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し

て
マ
イ
ナ
ス
12
・
9
。
米
中
貿
易
摩
擦

の
影
響
で
生
産
や
輸
出
に
ブ
レ
ー
キ
が

収
増
益
に
結
び
付
い
た
と
こ
ろ
も
少
な

く
な
か
っ
た
が
、
食
材
価
格
の
高
止
ま

り
や
人
手
不
足
で
厳
し
い
環
境
に
晒
さ

れ
て
い
る
。

建
設
業
は
7
・
7
。
プ
ラ
ス
は
維
持

し
た
も
の
の
、
2
四
半
期
連
続
の
悪

化
。
予
算
執
行
の
端
境
期
に
あ
っ
た

公
共
工
事
関
連
が
冴
え
な
い
。
人
件
費

の
高
騰
や
外
注
費
の
増
加
な
ど
で
、
減

益
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
も

目
立
つ
。
10
月
か
ら
の
消
費
税
率
の
引

6
四
半
期
連
続
。
D
I
の
マ
イ
ナ
ス

は
2
0
1
7
年
1
～
3
月
期
以
来
、
2

年
ぶ
り
。
中
国
経
済
の
減
速
が
影
を
落

と
し
て
い
る
。

そ
の
ほ
か
、
金
属
製
品
、
繊
維
製
品
、

印
刷
は
悪
化
。
窯
業
・
土
石
、
木
材
・

木
製
品
、
食
料
品
は
改
善
し
た
。

― 

非
製
造
業 

―

卸
売
業
は
マ
イ
ナ
ス
16
・
8
と
、
前

回
調
査
に
く
ら
べ
3
・
8
ポ
イ
ン
ト
悪

化
し
た
。
堅
調
だ
っ
た
機
械
器
具
卸
の

景
況
感
が
大
幅
に
悪
化
、
米
中
の
経
済

摩
擦
の
先
行
き
を
懸
念
す
る
声
も
広

が
っ
て
い
る
。
2
年
余
り
続
い
て
き
た

増
収
増
益
傾
向
も
止
ま
っ
た
。

小
売
業
は
6
・
0
ポ
イ
ン
ト
改
善

し
、
マ
イ
ナ
ス
7
・
5
。
水
面
下
な
が

ら
3
四
半
期
連
続
の
改
善
と
な
っ
た
。

D
I
が
マ
イ
ナ
ス
領
域
の
1
ケ
タ
台

ま
で
持
ち
直
す
の
は
2
0
1
4
年
1
～

3
月
期
（
マ
イ
ナ
ス
1
・
6
）
以
来
、

約
5
年
ぶ
り
。
売
上
額
や
収
益
が
上
向

い
た
。

飲
食
業
は
マ
イ
ナ
ス
26
・
1
。
1
～

3
月
期
に
く
ら
べ
3
・
1
ポ
イ
ン
ト
改

善
し
た
。
改
善
は
2
四
半
期
連
続
。
大

型
連
休
中
は
来
店
客
数
が
増
え
て
、
増

経営上の問題点（全産業）

1位　人手不足� （46.1％）
2位　売上の停滞・減少
� （36.3％）
3位　人件費の増加
� （24.1％）
4位　利幅の縮小�（20.4％）
5位　同業者間の競争激化
� （20.2％）

重点経営施策（全産業）

1位　人材の確保�（45.7％）
2位　販路の拡大�（40.8％）
3位　経費の節減�（37.9％）
4位　情報力の強化
� （19.0％）
5位　教育訓練の強化
� （15.7％）

業種別天気図（数値は業況判断DI）

〔天気マークの見方〕

DI ▲50.0 ▲5.0 5.0 50.0

業　種 1～3月期
（前回）

4～6月期
（今回）

7～9月期
（予想） 業　種 1～3月期

（前回）
4～6月期
（今回）

7～9月期
（予想）

全産業 	 ▲0.2 	 ▲7.6 	 ▲9.8 印　刷 	▲25.0 	▲41.7 	▲50.0

製造業 	 ▲4.0 	▲12.9 	▲13.4 食料品 	▲31.9 	▲20.0 	 ▲8.0

非製造業 	 2.5 	 ▲3.7 	 ▲7.3 卸売業 	▲13.0 	▲16.8 	▲20.4

自動車部品 	 1.9 	▲16.1 	▲15.3 小売業 	▲13.5 	 ▲7.5 	▲15.2

機械器具部品 	 3.2 	 ▲7.8 	▲11.1 飲食業 	▲29.2 	▲26.1 	▲30.5

金属製品 	 20.6 	▲14.7 	 ▲6.0 建設業 	 17.2 	 7.7 	 10.0

窯業・土石 	▲31.2 	 0.0 	 ▲6.3 不動産業 	 22.9 	▲13.9 	▲25.0

木材・木製品 	▲50.0 	▲33.3 	▲20.0 運輸業 	 0.0 	 ▲6.3 	▲12.9

繊維製品 	▲23.8 	▲23.9 	▲42.8 サービス業 	 10.8 	 6.2 	 1.1
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→
予想

↑良い

↓悪い

製造業

非製造業

全産業

（年）

業況判断DI（「良い」-「悪い」）

景
況
感
悪
化 

２
四
半
期
連
続

小
売
業
、飲
食
業
は
改
善

中
小
企
業
景
気
動
向
調
査（
4
～
6
月
期
）
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人手不足の状況と
	 働き方改革への対応

特 別 調 査

輸
業
（
88
・
2
％
）、
建
設
業
（
81
・

8
％
）、
サ
ー
ビ
ス
業
（
76
・
5
％
）、

飲
食
業
（
73
・
8
％
）。

不
足
し
て
い
る
職
種
と
し
て
は
「
現

場
作
業
」が
最
多
の
49
・
6
％
、「
営
業
・

販
売
」
は
11
・
4
%
だ
っ
た
。

人
手
の
状
況

「
不
足
」が
60
％
超

現
場
作
業
の
不
足
が
最
多

最
近
、
顕
在
化
し
て
い
る
人
手
不

足
。
中
小
企
業
に
お
け
る
人
手
過
不
足

は
、
ど
う
な
っ
て
い
る
か
。

「
不
足
」
と
回
答
し
た
企
業
は
65
・

6
％
、「
適
正
」
は
31
・
4
％
、「
過
剰
」

は
3
・
0
％
と
な
っ
た
。「
不
足
」
の

比
率
が
と
く
に
高
か
っ
た
業
種
は
、
運

労
働
人
口
の
減
少
に
よ
る
人
手
不
足
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
課
題
を
解
決

す
る
た
め
に
は
、
働
き
手
を
増
や
す
と
と
も
に
、
労
働
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
必
要

が
あ
る
。
こ
れ
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
政
策
が
働
き
方
改
革
で
あ
る
。

中
小
企
業
に
お
け
る
人
手
不
足
の
状
況
と
働
き
方
改
革
へ
の
対
応
は
ど
う
な
っ
て

い
る
か
、
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
た
。
期
間
は
5
月
22
日
か
ら
6
月
6
日
、
調
査
先

数
1
0
2
5
社
、
回
答
数
9
3
6
社
。

現場作業
49.6 

営業・販売
11.4 

経理・財務・
管理1.5 

その他
3.1 

過剰
3.0 

（単位：％）

適正
31.4 

不足
65.6

▲50
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人手過不足判断DI（「過剰」-「不足」）

当金庫「中小企業景気動向調査」

↑過剰
↓不足

人手の状況

な
く
、
売
上
に
響
い
た
と
い
う
貨
物
運

送
業
者
も
あ
っ
た
。
依
然
、
人
手
不
足

の
深
刻
さ
は
続
い
て
い
る
。

サ
ー
ビ
ス
業
は
6
・
2
。
前
回
調

査
（
10
・
8
）
に
く
ら
べ
4
・
6
ポ

イ
ン
ト
悪
化
し
た
。
個
人
向
け
サ
ー

ビ
ス
は
低
調
な
業
況
を
強
い
ら
れ
て

い
る
が
、
企
業
向
け
サ
ー
ビ
ス
は
増

収
増
益
傾
向
が
続
い
て
お
り
、
底
堅

さ
が
う
か
が
え
る
。

見
通
し

先
行
き
慎
重
な
見
方

7
～
9
月
期
の
見
通
し
D
I
は
、

全
産
業
で
マ
イ
ナ
ス
9
・
8
と
な
り
、

景
況
感
は
さ
ら
に
悪
化
す
る
予
想
と

な
っ
て
い
る
。
製
造
業
は
マ
イ
ナ
ス

13
・
4
、
非
製
造
業
は
マ
イ
ナ
ス

7
・
3
。

米
中
貿
易
摩
擦
が
い
つ
ま
で
続
き
、

ど
う
い
う
形
で
決
着
す
る
か
を
現
時
点

で
は
見
通
せ
ず
、
先
行
き
を
慎
重
に
見

る
向
き
が
少
な
く
な
い
。

上
げ
を
前
に
、
住
宅
建
築
・
リ
フ
ォ
ー

ム
関
連
の
一
部
に
駆
け
込
み
需
要
が
み

ら
れ
る
。

不
動
産
業
は
マ
イ
ナ
ス
13
・
9
。
1

～
3
月
期
（
22
・
9
）
に
対
し
て
大
幅

に
悪
化
し
た
。
悪
化
幅
の
36
・
8
は
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
が
起
き
た
2
0
0
8
年

10
～
12
月
期
の
悪
化
幅
34
・
9
を
上
ま

わ
る
大
き
さ
。
国
内
景
気
に
米
中
貿
易

摩
擦
の
影
響
が
出
は
じ
め
て
お
り
、
警

戒
感
が
広
が
り
つ
つ
あ
る
。
物
件
の
販

売
価
格
も
低
下
し
て
い
る
。

運
輸
業
は
マ
イ
ナ
ス
6
・
3
と
な

り
、
2
四
半
期
連
続
で
悪
化
し
た
。
大

型
連
休
で
稼
働
日
数
が
例
年
よ
り
も
少

お客様の声

・	 工作機械部品の海外受注が低迷している。
� ［電動工具製造］

・	 ハイブリッド車向けの部品の受注が増加。
� ［自動車部品製造］

・	 受注先の設備投資が一段落した様子で、引き合いが
減っている。� ［クレーンの設計製造］

・	 大手企業の期間工の募集に応募する若手社員の退職
が目立つ。� ［金属熱処理加工］

・	 平成から令和への改元特需があった。� ［菓子製造］

・	 原材料が品不足で値上がりしているが、価格転嫁は
難しい。� ［印刷］

・	 建設材料のボルトが品不足で入荷しない。
� ［鉄骨工事］

・	 お客様が不便を感じている地域にミニ店舗を展開し
ていきたい。� ［自動車用品販売］

・	 ゆとり世代のお客様の購入判断のスピードが遅いと
感じる。� ［住宅販売・建売・土地売買］

・	 トラックの価格が、安全装置などの装備が加わった
ために値上がりしている。しかし、運賃に転嫁できそ
うにない。� ［自動車部品輸送］

・	 外国人材の受け入れのための研修に出席するが、「技
能研修生」とか「就労ビザの労働者」といった言葉自
体があまり理解できない。� ［大型自動車修理］

・	 ゴールデンウィークが長すぎた。� ［獣医］

・	 消費増税による景気への悪影響を危惧している。
� ［人材派遣・業務請負］

▲15

▲10

▲5

0

5

10

15

2016 2017 2018 2019
（年）

残業時間（「増加」－「減少」）

↑増加

↓減少非製造業

製造業
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最近の経済動向 最近の経済動向

に
比
較
す
る
と
、
飲
食
業
で
女
性
を
増

や
す
比
率
が
上
昇
す
る
と
と
も
に
、
小

売
業
で
は
高
齢
者
を
増
や
す
比
率
が
高

ま
っ
て
い
る
。
ま
た
、
製
造
業
、
小
売

業
、
建
設
業
で
は
外
国
人
を
増
や
す
と

い
う
回
答
が
増
え
て
い
る
。

外
国
人
の
採
用

製
造
業
の
44
％
で
外
国
人
採
用

4
月
か
ら
施
行
さ
れ
た
改
正
出
入
国

管
理
法
を
受
け
、
こ
の
さ
き
外
国
人
労

働
者
の
受
け
入
れ
拡
大
が
見
込
ま
れ
る

が
、
中
小
企
業
の
外
国
人
採
用
の
現
状

は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
。

外
国
人
を
「
採
用
し
て
い
る
（
予
定

を
含
む
）」
は
30
・
0
％
、「
採
用
し

て
い
な
い
（
予
定
も
な
い
）」
は
70
・

0
％
と
な
っ
た
。
最
も
多
か
っ
た
の
は

製
造
業
の
44
・
5
％
、
次
い
で
飲
食
業

の
37
・
5
％
、
以
下
、
サ
ー
ビ
ス
業
、

運
輸
業
、
卸
売
業
と
続
い
た
。

採
用
し
て
い
る
理
由
と
し
て
は
、「
日

本
人
を
採
用
で
き
な
か
っ
た
」「
優
秀

な
人
材
だ
っ
た
」
に
回
答
が
集
ま
る
一

方
、
採
用
し
て
い
な
い
理
由
で
は
「
外

国
人
採
用
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
な
い
」

「
人
手
が
足
り
て
い
る
」「
文
化
・
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
（
日
本
語
）
へ
の
対
応

が
困
難
」
な
ど
が
あ
が
っ
た
。

働
き
方
改
革
の
影
響

女
性
、高
齢
者
、外
国
人
の
雇
用
方
針

女
性
採
用
を
増
や
す
企
業
が
3
割
超

女
性
、
高
齢
者
、
外
国
人
の
雇
用
方

針
を
、
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
を

聞
い
た
と
こ
ろ
、
女
性
を
増
や
す
方
針

と
回
答
し
た
企
業
は
3
3
.
4
%
、
高

齢
者
は
19
・
7
%
、
外
国
人
は
16
・

9
%
と
な
っ
た
。
と
く
に
女
性
の
採

用
に
つ
い
て
は
3
割
を
超
え
、
積
極
的

な
姿
勢
が
み
ら
れ
る
。

2
年
前
に
も
同
様
の
ア
ン
ケ
ー
ト
を

実
施
し
て
い
る
が
、
結
果
を
業
種
ご
と

働
き
方
改
革
の
影
響
は
6
割
に

働
き
方
改
革
が
求
め
て
い
る
、
時
間

外
労
働
の
上
限
規
制
や
有
給
休
暇
取
得

の
義
務
化
。
そ
う
し
た
こ
と
に
対
し
て

「
影
響
を
受
け
て
い
る
」
と
答
え
た
企

業
は
60
・
6
％
。
と
り
わ
け
運
輸
業
で

そ
の
比
率
が
高
く
、
8
割
を
超
え
て
い

る
。
逆
に
「
影
響
は
受
け
て
い
な
い
」

と
し
た
企
業
は
全
体
で
19
・
4
％
に
と

ど
ま
っ
た
。

「
影
響
を
受
け
て
い
る
」
と
し
た
企

業
に
取
り
組
ん
で
い
る
対
応
を
訊
ね
る

と
、
多
か
っ
た
の
は
「
勤
怠
管
理
の
徹

底
」。
そ
の
ほ
か
、「
従
業
員
へ
の
処
遇
・

待
遇
の
改
善
」「
従
業
員
の
再
教
育
」

「
設
備
投
資
・
I
T
化
に
よ
る
業
務
効

率
化
」
な
ど
が
あ
っ
た
。

改
革
へ
の
対
応

長
時
間
労
働
の
是
正
へ

働
き
方
改
革
へ
の
対
応
に
つ
い
て
、

す
で
に
取
り
組
ん
で
い
る
事
項
や
今
後

取
り
組
み
た
い
事
項
を
複
数
回
答
で
聞

い
た
。

ト
ッ
プ
に
あ
が
っ
た
の
は
「
長
時
間

労
働
の
是
正
（
残
業
規
制
、
有
休
義
務

化
）」
の
54
・
2
％
。
次
い
で
「
賃
金

2年前 今回 増減

女性を
増やす 飲食業 41.4 66.7 25.3

高齢者を
増やす 小売業 10.2 17.7 7.5

外国人を
増やす

製造業 18.4 23.5 5.1

小売業 2.3 8.6 6.3

建設業 9.5 14.6 5.1

（単位：％、ポイント）

働
き
方
改
革
に
対
す
る

お
客
様
か
ら
の
意
見

・
残
業
を
規
制
し
た
。
社
員
の
意
識

は
向
上
し
た
が
、一
方
で
規
制
を

理
由
に
数
名
の
退
職
者
が
出
て
、

技
術
が
流
出
し
た
。

・
外
国
人
が
2
人
働
い
て
い
る
が
、

3
年
経
っ
て
も
言
葉
が
伝
わ
り
に

く
い
。
外
国
人
は
増
や
さ
な
い
こ

と
に
し
て
い
る
。

・
働
く
時
間
を
短
く
し
て
、景
気
に

プ
ラ
ス
に
な
る
こ
と
は
断
じ
て
な

い
。こ
れ
ま
で
中
小
零
細
企
業（
製

造
業
）は
、受
注
が
増
え
た
時
な

ど
に
は
残
業
や
休
日
出
勤
で
対
応

し
て
き
た
が
、労
働
時
間
が
制
限

さ
れ
れ
ば
、常
に
余
剰
人
員
を
抱

え
る
こ
と
に
な
る
。

・
残
業
時
間
が
減
っ
た
り
、休
み
が
増

え
た
り
し
て
、社
員
が
家
族
と
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
る
時
間

が
増
え
て
、プ
ラ
ス
の
効
果
が
あ
る
。

・
労
働
に
対
す
る
考
え
方
が
甘
く

な
っ
て
い
る
。学
生
の
う
ち
か
ら

し
っ
か
り
と
し
た
意
識
を
持
た
せ

る
べ
き
だ
と
感
じ
る
。

・
働
き
方
改
革
の
影
響
で
社
員
が
消

極
的
に
な
っ
て
い
る
。

6.2 

13.4 

16.3 

17.1 

28.1 

28.4 

37.5 

44.5 

93.8 

86.5 

83.9 

82.9 

72.1 

71.6 

62.4 

55.6 

不動産業

小売業

建設業

卸売業

運輸業

サービス業

飲食業

製造業

外国人の採用（業種別）

採用している（予定を含む） 採用していない（予定もない）

採用して
いる

  （30.0）

採用して
いない
（70.0）

（単位：％）

主な理由
・日本人を採用
　できなかった
 （17.4％）
・優秀な人材だった
 （10.0％）

主な理由
・メリットを感じない
 （19.4％）
・人手が足りている
 （17.4％）
・日本語への対応が
   困難（16.2％）
・情報不足で分から
   ない（11.1）

54.2

40.8

24.7

16.5

8.2

8.2

4.9

3.3

13.3

長時間労働の是正（残業規制、有休義務化）

賃金引上げと労働生産性の向上

女性・若者が活躍しやすい環境整備　32.8

高齢者の就業促進

外国人材の受入れ

同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善

病気の治療、子育て・介護と仕事の両立

テレワーク、副業・兼業など柔軟な働き方

柔軟な転職支援、格差是正のための人材育成

何をすれば良いのかわからない

（単位：％、複数回答・3つまで選択）

働き方改革への対応
（すでに取り組んでいることや優先して取り組みたいこと）

33.4
（34.0）

19.7
（19.7）

16.9
（14.2）

65.3
（65.1）

73.9
（74.2）

76.6
（80.9）

1.3
（0.9）

6.4
（6.1）

6.5
（4.9）

女 性

高齢者

外国人

女性、高齢者、外国人の雇用方針

増やす方針 どちらともいえない 減らす方針
単位：％、（ ）は2年前の調査

働き方関連法の実施時期

影響を
受けている
60.6 

影響は
受けて
いない
19.4 

よく
わからない
20.0 

（単位：％）

取り組んでいる対応
・勤怠管理の徹底（20.3）
・従業員への処遇・待遇
   の改善（14.2）
・従業員の再教育（6.8）
・設備投資・IT化による
　業務効率化（6.2）

・時間外労働の上限規制
・年次有給休暇の確実な取得
・労働時間の客観的な把握
・フレックスタイム制の拡充
・高度プロフェッショナル制度
・勤務間インターバル制度の普及促進
・産業医・産業保健機能の強化

・残業の割増賃金率の引上げ
〈パートタイム・有期雇用労働法〉
・不合理な待遇差の解消
・待遇に関する説明義務
・行政指導や行政ＡＤＲの規定の整備

2019 2020 2021 2022 2023
大企業 2019年4月スタート

大企業 2019年4月スタート

中小企業 2019年4月スタート

中小企業 2020年4月スタート

中小企業
2023年4月スタート

大企業 2020年4月スタート
中小企業 2021年4月スタート

※労働者派遣法は企業規模にかかわらず2020年4月施行

外国人の採用

働き方改革の影響

引
上
げ
と
労
働
生
産
性
の
向
上
」
の

40
・
8
％
。「
女
性
・
若
者
が
活
躍
し

や
す
い
環
境
整
備
」
32
・
8
％
、「
高

齢
者
の
就
業
促
進
」24・7
％
と
続
い
た
。
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